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Abstract: In this study, we examined the establishment of management methods conforming to the 

management philosophy of agricultural production corporations. As a result, we clarified that the 

management philosophy functions as a medium- to long-term foothold in corporate management. Our 

results also revealed that the management philosophy is associated with the improvement of morale 

and management achievements. These results indicate that management philosophy is crucial to the 

development of corporate management in agricultural production corporations. The management 

philosophy is to function by promoting the sharing and enhancement of its components. In particular, 

actions in line with the management philosophy of the officer are effective for enhancing the function of 

the management philosophy. It is also highly effective to stipulate easy-to-understand components of the 

management philosophy. In addition, the Balanced Scorecard (BSC) is very effective as a management 

method conforming to the management philosophy in agricultural production corporations. 
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緒 言 

 

山口県では、2016年７月末現在、236の集落営農法

人（以下、法人）が設立されている。しかし、その経

営状況を見ると、農産物価格の低迷や人的資源の不足

など厳しい経営環境下で、十分な経営成果をあげられ

ていない集落法人も少なくない。 

こうした現状を打破し法人経営の改善を図ってい

くためには、経営戦略の見直しが必要であり、そのた

めには経営の羅針盤となる確固たる目的、すなわち経

営理念（以下、理念）を再確認し、理念に即した経営

を実践していくことが重要であると考えられる。なぜ

なら、理念とは一般的に「経営主体の目的達成のため

の活動指針」であり、企業経営における意思決定の原

点として、「経営目標、経営組織、経営経済の最上位に

位置するもの」とされているからである（山城,1969、

高田,1978）。水谷内（1992）は、こうした理念に即し

た経営実践のことを「理念主導型経営」と称し、その

重要性を指摘している。 

しかし、こうした理念に即した経営展開に関連する

研究は、営利を一義とする農外の一般企業を対象とし

たものがほとんどであり、営利を第一義としない集落

営農法人を対象としたものは極めて少なく、近年では、

河野ら（2008）が２つの特定農業法人における理念と

組織運営との関連性を比較分析した例があるのみであ

る。また、理念主導型経営が最終的に経営成果に与え

る影響については、理念の組織内への浸透が業績に影

響するとする清水（1996）に対し、Bart（1997）は理

念と業績の間に有意な関係は見られないとするなど、

未だ判然としていない。 

以上のことを踏まえ、本研究では、県内集落営農法

人における理念主導型経営の経営に対する効用および
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実践方策を明らかにするために、次の３点に取組んだ。 

まず１つめに、県内法人における理念の特徴を分析

し、理念が法人内で機能するためのポイントや、理念

と経営成果との関連性等を明らかにした。 

次に、法人で働く人のモラール（士気、やる気）の

特徴を分析し、理念とモラールとの関連性を明らかに

した。 

最後に、理念の充実度や働く人のモラールが高い法

人の経営管理実態を調査し、法人において「理念主導

型経営」を実践するためのポイントを整理した。 

 

材料および方法 

 

１ 集落営農法人における経営理念の特徴と経営成果

との関連性分析 

1)法人における経営理念の特徴付け 

県内法人における理念の特徴をアンケートにより

調査した。調査は、山口県集落営農法人連携協議会（事

務局：JA山口中央会）に加入する法人のうち、2013

年４月1日現在で設立後1年以上の95法人を対象とし、

各法人について代表者、代表者以外の役員および一般

作業者各1名の計３名に回答してもらった。アンケー

トは 2013年８月から12月の期間で郵送方式により実

施した。調査票の設計にあたっては、一般企業におけ

る理念の特徴を分析した澤邉（2008）および横川（2010）

の方法を参考に、「理念として掲げられている内容（理

念の内容）」、「理念が法人内で果たしている役割（理念

の機能）」および「理念の周知活動（理念の浸透活動）」

の３つの特性に関して法人向けの質問項目を設定し、

各項目について５段階で評価してもらった。なお、各

法人の３名の回答者の特性別の平均値を当該法人の理

念の特性を示す代表値として以降の分析に用いた。 

2)法人の理念と経営成果の関連性分析 

法人の理念と経営成果との関係については、前述の

理念に関するアンケートに回答した法人の中から、

2013年４月1日現在で設立後４年以上を経過した40

法人を対象に行った注１）。方法は、各法人の理念の「内

容」、「機能」および「浸透活動」の特性値に主成分分

析を適用して理念の「総合特性値」を算出し、この総

合特性値と経営成果を示す財務指標との関連性を分析

することとした注２）。財務指標については、各法人の

2010年から2012年の財務諸表データを用いた。 

２ 理念と働く作業者のモラールとの関連性分析 

前述の理念と経営成果の関連性分析に供した 40法

人の中から、理念の特性の異なる14法人（計233名）

を選定し、各法人で働く人のモラール（士気、やる気）

を調査し、理念との関連性を分析した。 

働く人のモラールは村杉（1994）が開発したDP方

式モラール・サーベイ（以下、DP調査）により行った。

本調査は、「理念」、「職務」、「対人」および「報酬」の

４つの要因について、作業者の希望に当たる重要度

（D：Desire）と組織の実態に当たる実現度（P：

Provision）を実現度は３段階、重要度は４段階で測定

することによって、作業者の実態に合った改善策を導

き出すものである。なお、調査項目の設定は、DP調査

を集落営農法人向けに改良した西濱ら（2011,2012）の

方法に従った。 

 

注1) 設立後４年以上を経過した法人を対象としたの

は、一般に創業直後の法人では組織運営も不安定で、

十分な経営パフォーマンスを発揮できないケースも多

く存在することから、こうしたバイアスを除くためで

ある。 

注2) 理念の総合特性値を作成したのは、先行研究か

ら理念の経営成果への影響が「内容」、「機能」および

「浸透活動」の総合的な作用によって生じるものと仮

定したためである。 

 

３ 理念主導型経営実践のためのポイントの整理 

前述でモラールを調査した 14法人の中から、理念

の総合特性が高く、働く人のモラールも高い３つの法

人を選定し、各法人における経営管理実態を調査して、

理念主導型経営実践のためのポイントとして整理した。 

 

結果および考察 

 

１ 法人における理念の特徴づけ 

1) 法人における理念の特性 

法人における理念の特徴を、理念の「内容」、「機能」

および「浸透活動」の３つの特性からアンケートによ

り調査した（第１表）。 

まず、理念の「内容」について示す。これは、理念

に内容として掲げられる 16の項目について、各回答者

が所属する法人でその項目がどの程度重視されている

かを「全く重視されていない（１点）」から「非常に重

視されている（５点）」の５段階で評価したものである

（内容の充実度）。これを見ると、「安定性・継続性」、

「和・助け合い」、「地域貢献」等の充実度が相対的に
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高いことがわかる。 

一方、「チャレンジ・積極性」、「顧客満足度の向上」、

「グローバル化への対応」などの評価は相対的に低く

なっている。これらの項目については、横川（2010）

が全国の一般企業を対象に行った同様の調査では、い

ずれも上位に位置づけられるものであり、一般の企業

法人との経営マインドの違いを表していると言える。   

次に、理念の「機能」について示す。これは、理念

が法人内で果たす役割（機能）を示す 12の機能につい

て、各回答者が所属する法人で、その機能がどの程度

発揮されているかを「全く機能していない（1点）」か

ら「非常に機能している（５点）」の５段階で評価した

ものである（機能の発揮度）。これを見ると、特に法人

の「存在意義」、「経営の方向性」、「経営戦略・計画の

拠り所」等を示す機能に対する評価が高かった。つま

りこれは、法人の組織成員が理念を法人経営における

中長期的な拠り所として強く認識していることを示す

ものである。このことから、理念の「機能」を高める

ことは、法人経営にプラスに働くことが推察される。 

次に、理念の「浸透活動」について示す。これは理

念を法人内で共有するために行う 11の活動（浸透活動）

について、各回答者が所属する法人で、その活動がど

の程度実施されているかを「全く実施していない（1

点）」から「良く実施している（５点）」の５段階で評

価したものである（浸透活動の実施度）。これを見ると、

「代表者が理念に基づく雰囲気づくりを実践」や、「代

表者自ら構成員に指導・アドバイス」等の活動が活発

に実施されていることがわかる。これらの活動は

E.Shein（1985）の言う「一次浸透活動」に該当し、代

表自らの行動による浸透方法の１つであると考えられ

る。 

一方、「経営理念を事務所等に掲示」、「理念を象徴

化した「マーク、ロゴ」の使用」等は相対的に実施度

が低いことがわかる。これらは「一次浸透活動」に対

して「二次浸透活動」と言われるものに該当し、一時

浸透活動と組み合わされることで理念の浸透を強化す

る言語的・物理的な浸透活動の１つであると考えられ

る。これらのことから法人における理念の共有化に向

けては、二次浸透活動の強化が課題であると考えられ

る。 

最後に、理念の「機能」と「内容」および「浸透活

動」との関係を示す（第１図、第２図）。これを見ると、

理念の「機能」と「内容」および「浸透活動」との間

には有意な正の相関があることがわかる。つまり、理

念の「機能」の発揮度を高めるためには、「内容」や「浸

透活動」の充実度を高めていくことが重要であると言

える。 

2) 理念に対する評価と組織成員の属性 

次に、理念の特性評価に対する組織成員の属性の影

響について分析した（第２表）。これを見ると、理念の

内容については、職位、構成員区分、年間従事日数な

どで評価に差があることがわかる。特に、非構成員、

すなわち雇用者等の理念の内容に対する認識が優位に

低い（あるいは認識がずれている）ことが問題である。

人的資源の減少から今後も法人における雇用は増加す

ると考えられることから、こうした雇用者に対する理

念の浸透活動を一層強化する必要がある。 

また、理念の機能については、年齢、性別で有意な

経営の安定性・継続性 4.33 法人の存在意義を示す 3.83 代表者が理念に基づくり雰囲気づくりを実践 3.84

構成員の和・助け合い 4.32 経営の方向性を示す 3.88 代表者自ら構成員に指導・アドバイス 3.66

地域への貢献 4.27 地域貢献意識を醸成 3.72 理念の理解度をもとに役員を人選・評価 3.49

経営の効率化・低コスト 4.21 法人内の雰囲気醸成 3.67 代表者が理念教育を繰返し実施 3.35

経営成長・発展 4.17 構成員の行動規範 3.59 理念をわかりやすく明文化 3.05

個人の尊重 4.12 法人の一体感醸成 3.56 代表者が経営理念にまつわる話をよくする 3.04

売上・利益の拡大 4.09 構成員の士気向上 3.53 イベント開催等を通じ理念を共有化 2.59

個人の能力発揮・やりがい 4.00 経営戦略・計画拠り所 3.77 会報等で理念を啓蒙 2.38

適正な法人運営 3.99 日常管理の拠り所 3.62 朝礼などで唱和活動等を実施 2.24

環境への配慮 3.98 コンプライアンス 3.60 経営理念を事務所等に掲示 2.15

構成員・家族の幸福・繁栄 3.91 人事管理の基準 3.31 理念を象徴化した「マーク、ロゴ」の使用 1.88

経営革新 3.89 たてまえ 2.67

女性の能力活用 3.80

チャレンジ・積極性 3.79

顧客満足度の向上 3.71

グローバル化への対応 2.69

第１表　集落営農法人における経営理念の特性と評価

注）各項目とも５段階（最高５点）で評価してもらったものの平均値（95法人、247名）

理念の「内容」と所属法人における
各内容の充実度

理念の「機能」と
所属法人における各機能の発揮度

理念の「浸透活動」と
所属法人における各活動の実施度

社会適応
機能

企業内
統合機能

経営実践
機能

二次浸透
活動

一次浸透
活動
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差がある。特に、女性で評価が低く問題があると言え

る。人的資源が減少する中で、女性の法人経営への参

画が一層期待されるところである。雇用者と同じく、

女性に対する理念の浸透活動も強化していく必要があ

る。 

3) 理念の機能の発揮と浸透活動 

次に、理念の機能の発揮と浸透活動との関係を分析 

した。最初に、理念の明文化と理念の特性との関係を

示す（第３表）。これを見ると理念の明文化は内容、機

能および浸透活動の評価にプラスに働くことがわかる。

すなわち、理念を充実させるためには理念を明文化す

ることが有効であると言える。 
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第１図 理念の内容と機能の関係
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第２図 理念の浸透活動と機能の関係

明文化している 54 4.15 ** 3.87 *** 2.93 *

明文化していない 22 3.93 3.47 2.49

第３表　理念に対する評価と理念の明文化との関係

注１）理念の内容については、各回答者の理念の内容に関する16項目の平均値を属性別に平均したもので、機
能、浸透活動についても同様に算出した（ただし、機能については「たてまえ」を除く）

注２）*：p<.05、**：p<.01、***：.p<.001

理念の特性

理念の明文化 N
理念の内容

（16項目平均）
理念の機能

（11項目平均）
理念の浸透活動
（11項目平均）

72以上 57 4.00 3.79 a 2.87
62以上72未満 120 3.98 3.64 a b 2.90
62未満 64 3.83 3.52 b 2.81
男性 223 3.96 3.66 2.87
女性 17 3.77 3.38 2.79
代表者 79 4.05 a 3.73 2.77
役員 83 3.96 a b 3.62 2.82
一般作業者 85 3.74 b 3.58 3.03
構成員 54 3.96 3.65 3.07
非構成員 22 3.61 3.43 2.84
150以上 108 4.08 a 3.70 2.87
60以上150未満 85 3.88 b 3.63 2.87
60未満 44 3.78 b 3.54 2.87

注２）*は分散分析の結果、５％水準で優位を示す
注３)アルファベットが異なる水準はTukey法による多重比較の結果、５％水準で有意を示す

第２表　理念に対する評価と回答者の属性の関係

理念の特性

注１）理念の内容については、各回答者の理念の内容に関する16項目の平均値を属性別に平均したも
ので、機能、浸透活動についても同様に算出した（ただし、機能については「たてまえ」を除く）

回答者属性 水準 N
理念の内容

（16項目平均）
理念の機能

（11項目平均）
理念の浸透活動
（11項目平均）

年齢

性別

職位

構成員区分

年間従事
日数

*

*
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次に、理念の機能と第１表の浸透活動との関係につ

いて重回帰分析（ステップワイズ法）を行い、1つの

モデルを得た（第４表）。これを見ると、どの浸透活動

項目も１％水準で有意である。標準編回帰係数βの値

から、最も機能の発揮に効果があるのは「理念の理解

度をもとに役員を人選・評価」することであるのがわ

かる。これは、理念に沿って行動してくれる人物を役

員に選任すべきであるという構成員の思いを示してお

り、理念の実現に向けた代表者（役員）の働きに対す

る構成員の期待の表れであると考えられる。 

次に理念の機能の発揮に効果があるのは「理念をわ

かりやすく明文化」することである。これは、第３表

の理念に対する明文化の効果とも整合的であるが、単

に明文化するだけでなく、構成員がわかりやすい言葉

で明文化することが重要であると考えられる。 

また、これ以外にも「代表者が理念に基づくり雰囲

気づくりを実践」することや「代表者が理念教育を繰

返し実施」することなど、代表者が直接行う一次浸透

活動に効果があることがわかる。「理念の理解度をもと

に役員を人選・評価」することと併せ、理念の機能発

揮に対する代表者、役員の働きの重要性を示唆するも

のと考えられる。一次浸透活動のような代表者が組織

成員に直接的に行う浸透活動は、比較的経営規模の小

さい法人だからこそ強化できる浸透策であり、一層の

活動強化を図っていくべきである。 

4) 法人の理念と経営成果の関連性 

理念と経営成果との関連性を分析するために、最初

に各法人の理念の総合特性値を算出した。具体的には、

各法人の理念の「内容」、「機能」および「浸透活動」

の特性値に主成分分析を適用し、理念の総合特性を示

す新たな指標を得た。第５表は分析に用いた40法人の

理念の「内容」、「機能」および「浸透活動」の特性値

の基本統計量である。 

第６表に主成分分析の結果を示す。これを見ると、

第１主成分の寄与率は71.25％、第２主成分の寄与率

は18.60％で、第２主成分までの累積寄与率は89.84％

となり、第２主成分までで全体の９割が説明できるこ

とがわかる。このことから、第２主成分までを理念の

総合特性値として分析に用いることとした。 

次に各主成分の解釈について考える。第１主成分は

「内容」、「機能」および「浸透活動」の３つの特性全

ての固有ベクトルが正であることから、理念の総合力

を示す指標と解釈した（理念総合力）。 

一方、第２主成分は「浸透活動」が正、「内容」は

負であることから、法人において理念の「浸透活動」

と「内容」では、どちらの充実度が高いのかを示す指

標であると解釈した（「浸透活動」対「内容」）。 

第３図は横軸に第１主成分（理念総合力）、縦軸に

第２主成分を取り、分析に供した 40法人をプロットし

たものである。 

次に、作成した２つの主成分と経営成果を示す財務指

標との関係を分析した（第７表）。これを見ると、理念

総合力である第1主成分は「10a当たり構成員還元額」

および「売上高構成員還元額率」と有意な正の相関が

あることがわかる。すなわち、理念総合力の向上が法

人における「利益還元」にプラスに働くことを示して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸透活動 推定値 標準誤差 標準β t値 p値(Prob>|t|)

（定数） 19.85 1.49 13.33 0.00
理念の理解度をもとに役員を人選・評価 2.62 0.45 0.36 5.82 0.00

理念をわかりやすく明文化 1.28 0.31 0.24 4.08 0.00

イベント開催等を通じ理念を共有化 0.78 0.28 0.16 2.80 0.01
代表者が理念に基づく雰囲気づくりを実践 1.22 0.52 0.15 2.37 0.02

代表者が理念教育を繰返し実施 0.77 0.42 0.12 1.85 0.07
朝礼などで唱和活動等を実施 -0.95 0.33 -0.17 -2.83 0.01

注）被説明変数：「理念の機能」の発揮度

    自由度調整済決定係数：0.498

第４表　理念の機能と浸透活動との関係（重回帰分析、ステップワイズ法）

理念の内容 理念の機能 理念の浸透活動

平均 4.00 3.64 2.84

標準偏差 0.30 0.39 0.53

注）データは2013年４月１日現在社歴４年以上の40法人のものである

第５表　理念の特性に関する基本統計量

第1主成分 第２主成分 第３主成分

固有値 2.14 0.56 0.30

71.25 18.60 10.16

71.25 89.84 100.00

内容 0.57 -0.61 0.54

機能 0.61 -0.12 -0.78

平均浸透 0.54 0.78 0.31

固有ベクトル

寄与率（％）

累積寄与率（％）

第６表　法人の理念の特性値による主成分分析
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一方、第２主成分については「10a当たり売上高」

および「売上高増加率」と有意な負の相関があること

がわかる。第２主成分が理念の「浸透活動」対「内容」

の対立軸であることから考えると、「内容」の充実は法

人の生産性や成長性にプラスに働くということを示し

ていると考えられる。 

第８表は、第３図について各象限別の財務指標値の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均を見たものである。これを見ると理念総合力が高

く、「内容」の充実度も高い第４象限で各指標の値が相

対的に高くなっていることがわかる。この結果は、第

７表の結果とも概ね整合的である。 

以上の結果より、理念の充実は経営成果の向上にプ

ラスに働くと考えられる。 
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第３図 理念の総合特性値による法人の特徴づけ（2013年４月1日現在社歴４年以上の40法人）

注）象限別に異なる凡例で示している

安全性 自己資本比率（％） -0.11 0.21

生産性 10a当たり売上高（円） -0.02 -0.31 *

成長性 売上高増加率 -0.15 -0.28 *

利益還元 10a当たり構成員還元額（円） 0.28 * -0.26

売上高構成員還元額率（％） 0.44 *** 0.13

注１）構成員還元額とは法人が構成員に支払う労務費、地代等の合計である

注２）売上高増加率は2010年度から2012年度のものである

注３)*：p<.1、***：.p<.01

財務指標

第７表　理念の総合特性値と経営成果との相関

第１主成分 第２主成分 象限区分 第１象限 第２象限 第３象限 第４象限

法人数 10 11 10 9

平均(経営年数（H25.４末）) 8 7 9 7

10a当たり売上高（円） 84,036 95,103 90,366 108,161

売上高増加率'10-'12 29.9 42.7 47.4 59.3

10a当たり構成員還元額（円） 54,217 40,699 48,982 64,096

売上高構成員還元額率（％） 75.3 44.3 55.6 57.2

注１）データは、第３図に示した40法人の各象限別の2012年度財務データの平
均値である

第８表　法人の理念の総合特性の違いと経営成果の関係（平均値）
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２ 法人で働く人のモラールと理念の関係 

1) 法人で働く人のモラール 

法人で働く人のモラールと理念との関係を調べる

ために、最初に法人で働く人のモラールの特徴を明ら

かにした。調査は第３図の各象限から２～５法人、計

14法人を選定し、DP調査により行った。DP調査は第

９表に示す４要因、計30問について、「それが法人内

でどの程度実現されているか（実現度：P、３段階評価」

と、「それはあなたにとってどれくらい重要か（重要

度：D ４段階評価）」を同時に調査し、要因ごとの平

均点で評価する手法である。結果を第10表に示す。こ

れを見ると、良否の判定基準に満たない要因は「職務」、

「報酬」の２つであり、このうち優先的に改善すべき

要因は実現度、重要度のいずれも条件を満たさない「職

務」であることがわかる。第 11表に「職務」と働き方

の関係を示す。これを見ると、特に、職務が明確で、

職務上の意思決定への参画機会や職務上の裁量がある

者の得点が有意に高いことがわかる。つまり、「職務」

要因の改善には、従業員の役割を明確にし、職務上の

責任や権限の委譲を進め、経営への参画意識を高めて

いくことが必要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要因 NO. 質問 略称

理念 1 法人の理念や設立目的を知っていますか 理念の認知

2 法人の３～５年先の目標を知っていますか トップの伝達

2 法人の目指していることは、あなたの関心や目標と一致していますか 目標一致

4 法人の将来について、自分自身のことのように考えられますか 将来性

5 この法人で働いていることに誇りを持っていますか 勤務の誇り

6 法人の取組みが社会に役立っていると思いますか 社会的責任

職務 7 今の仕事で、我ながらよくやったと思うことがありますか 達成感

8 今の仕事で、よーしやってやろうと思うことがありますか 挑戦心

9 今の仕事はほかの人ではだめで、自分でなければと思いますか。 自信

10 今の仕事で、自分が少し成長したと思うことがありますか 成長感

11 今の仕事は自分の能力が発揮できると思いますか 能力発揮

12 今の仕事は自分のアイデアや工夫を生かせる仕事だと思いますか 創造性

13 今の仕事で、任せられてうれしいと思うことがありますか 責任

14 今の仕事は自分の考えで自由にできる仕事だと思いますか 自由裁量

15 今の仕事が自分によくあっている仕事だと思いますか 適性感

16 今の仕事に対する能力が認められていると思いますか 能力の承認

報酬 17 労賃（従事分量配当、役員報酬を含む）は、他の構成員と比べて不公平と思いますか 給与の同僚との比較

18 労賃（従事分量配当、役員報酬を含む）は、あなたの仕事の内容と比べて安いと思いますか 給与の仕事との比較

19 法人の施設・機械や作業環境は良くないと思いますか 設備や職場環境

20 法人の労働時間は長いと思いますか 労働時間

21 法人は、作業する人の安全や健康に十分配慮していると思いますか 安全と健康

22 今の仕事は、疲れやすい仕事だと思いますか 疲労

23 役員（または代表）が構成員の気持ちを考えないで指図すると思いますか 役員の配慮

対人 24 法人のチームワークはいいと思いますか チームワーク

25 仕事で困ったときに互いに助け合うと思いますか 相互扶助

26 役員（または代表）と仕事のことで気軽に相談できると思いますか 上司の人望

27 役員（または代表）が法人の和を重視していると思いますか 法人の和

28 役員（または代表）が法人に起こったわだかまりを解決しようとしていると思いますか コンフリクト

29 他の構成員に認められていると思いますか 職場の承認

30 法人は飲み会など、仕事以外でよく集まると思いますか 職場外の関係

注）質問は、DP調査を集落営農法人向けに改良した西濱ら（2011，2012）に従った

第９表　ＤＰ調査の調査要因と質問項目

要因 質問数 区分 平均値 標準偏差 良否の判定基準 判定
理念 ６問 実現度（P) 2.31 0.16

重要度（D) 3.35 0.17
職務 10問 実現度（P) 1.88 0.20

重要度（D) 2.82 0.23
対人 ８問 実現度（P) 2.39 0.20

重要度（D) 3.18 0.24
報酬 ６問 実現度（P) 2.43 0.16

重要度（D) 3.39 0.21
注１）データは14法人、233名のものである

注２）「良否の判定基準」は村杉（1994）の方法による

第10表　ＤＰ調査による集落営農法人で働く人のモラールの評価

実現度≧2.00　かつ　重要度≧3.00

実現度≧2.00　かつ　重要度≧3.00

実現度≧2.00

実現度≧2.00　かつ　重要度≦3.00

良

否

良

否
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2) 働く人のモラールと理念 

次に、理念とモラールの関連性を分析した（第12

表）。これを見ると、すべての要因で理念の「機能」と

の間に有意な正の相関があることがわかる。つまり、

理念の機能の向上はモラールの向上にプラスに働くこ

とを示している。また、特に課題のある「職務」要因

については理念の「浸透活動」とも有意な正の相関が

ある。つまり、「浸透活動」の充実が「職務」要因の改

善に有効であると言える。 

なお、前述のとおり「職務」要因については、働き

方の影響も受けるということを踏まえれば、働く人の

モラール向上には、理念の充実と働き方の改善を並行

して進めていくことが必要であると考えられる。 

3) モラールと経営成果 

第13表に働く人のモラールと経営成果との関係を

示す。これを見ると、全ての要因で売上高構成員還元

額率と有意な正の相関がある。すなわち、利益の還元

水準が上がると、働く人のモラールも上がることがわ

かる。 

一方、10a当たりの売上高とモラールの間には、報

酬以外の要因で負の相関がみられる。これは、生産性

の向上が、モラールの低下を招く可能性を示唆してい

る。この原因については、調査法人の経営状況を詳し

く分析したが本研究では原因を解明するに至らなかっ

た。この点については今後解明すべき課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容 0.14 0.04 0.40 0.30 -0.41 0.24 -0.23 0.18
機能 0.53 ** 0.30 0.80 *** 0.67 *** 0.11 0.57 ** 0.34 0.48 *
浸透活動 0.45 0.22 0.66 ** 0.46 * 0.10 0.41 0.22 0.39
注)　*：p<.1、**：p<.05、***：p<.01

第12表　法人の理念と働く人のモラールとの相関

実現度 重要度 実現度 重要度
理念の特性

DP調査要因
理念 職務 対人 報酬

実現度 重要度 実現度 重要度

実現度 重要度 実現度 重要度 実現度 重要度 実現度 重要度

10a当たり売上高（円） -0.54 ** -0.55 ** -0.48 * -0.60 ** -0.37 -0.43 -0.47 * -0.54 **

売上高増加率'10-'12（％） 0.00 0.01 -0.28 -0.30 -0.07 -0.42 -0.01 -0.20

10a当たり構成員還元額（円） -0.33 0.01 -0.20 -0.02 -0.49 * -0.04 -0.38 -0.20

売上高構成員還元額率（％） 0.57 ** 0.73 *** 0.58 ** 0.84 *** 0.14 0.64 ** 0.47 * 0.64 **

第13表　働く人のモラールと業績の相関

注２)*：p<.1、**：p<.05、***：p<.01

理念 職務 報酬 対人
財務指標

分担は明確か はっきりしてない 1.67 b 2.50 b
概ねはっきり 1.91 a 2.88 a
はっきり 1.98 a 2.89 a

分担の決め方 役員が決定 1.81 b 2.69 b
役員と話し合う 2.00 b a 2.96 b a
自分で決定 1.81 a 2.79 a

仕事のやり方 自由にならない 1.76 2.69
少し自由 1.90 2.81
自由 1.95 2.90

話し合う機会 あまりない 1.65 a 2.53 a
少しある 1.89 b 2.81 b
よくある 2.11 c 3.06 c

注）)アルファベットが異なる水準はTukey法による多重比較の結果、５％水準で有意を示す

第11表　法人で働く人のモラールと働き方の関係

仕事の態様 水準
職務

実現度（P) 重要度（D)
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３ 事例法人にみる理念主導型経営実践のためのポイ

ントの整理 

働く人のモラールを調査した 14法人の中から、理

念総合力および「職務」モラールが比較的高い３法人

を選定し、経営管理実態を調査して理念主導型経営の

確立に関わる理念の「内容」の充実、「機能」、の発揮

及び「浸透活動」の充実に向けた取組のポイントとし

てまとめた（第14表）。 ポイントは、①理念の共有

化と、②理念の目標・計画への落とし込みの２つの視

点でまとめた。以下にその特徴を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント等 法人Ｋ 法人Ｕ 法人Ｓ

理念

【理念】
①法人組合員及び集落住民は、共
通認識に立って「和」を大切にし
つつ、将来も継続して農地を守っ
ていくため、みんなが協力して農
業・農村の環境整備を行うととも
に、安定した法人経営を行う。
②法人の経営安定には、集落内の
多彩な人材の能力を発掘し、積極
的な参画のもとに、米・麦・大豆
に野菜を組み入れた土地利用型農
業経営に、地場産原料での農産加
工を行い、安全、安心な地産地消
を進めて、元気で安心して暮らせ
る地域を作る。

【スローガン】
「みんなで守ろう○○の農地　元
気で安心して暮らせる地域をつく
ろう！」

【理念】
①農地を守ることに主眼を置き、
協業の成果を実現します。
②生産コストの低減と省力化を図
る施策に取り組みます。
③○○米の更なるブランド化と地
域特産品作りに取り組みます。

【経営方針】
①中山間地域等直接支払制度、農
地水環境保全向上対策を活用し、
地域ぐるみで農地の保全に努め
る。
②地域の高齢者や女性等の就労の
確保のため、積極的に農産物多角
化に取り組む。
③新規作物の栽培技術の習得・加
工・販売等と6次産業化を目指
す。
④農地の利用権設定、及び作業受
託を拡大する。
⑤エコファーマーを実践する。
⑥機械・施設経費の抑制と作業の
省力化を図る。
⑦後継者を育成する。

【キャッチフレーズ】
法人と地元で作る里づくり

【理念】
①「大地に生きる」「○○は一農
場」とし、地域の農業者が一丸と
なって、安心して働く場とする。
②農村農業の環境を保全するとと
もに、地域の人材の発掘に寄与
し、継続性のある集落づくりに努
める。
③農業者の所得を高めるととも
に、組織の健全化、発展に努め
る。

H18設立、93人（63戸）、29ha H18設立、86人（84戸）、32ha H５設立、136人（136戸）、92ha

理事５名、作業従事者　約15名 理事7名、作業従事者者　約25名 理事7名、作業者従事者　約25名

部門　水稲、麦、大豆、野菜 部門　水稲、麦、大豆、野菜、加工 部門　水稲、麦、大豆、野菜

現代表は初代 現代表は２代目 現代表は５代目

■主な取組 ■主な取組 ■主な取組

①２つの理念とスローガンの設定 ①３つの理念、７つの経営方針のもと

キャッチフレーズを設定

①３つの理念を設定

②一次浸透活動の強化：

総会等で代表者が繰返し説明

②一次浸透活動の強化：

総会等で代表者が繰返し説明

②一次浸透活動の強化：

総会等で代表者が繰返し説明

③二次浸透活動の強化：

明文化し組織成員へ配布

③二次浸透活動の強化：

明文化し組織成員へ配布

③二次浸透活動の強化：

明文化し組織成員へ配布

事務所への掲示や広報誌への掲載 事務所への掲示や広報誌への掲載 事務所への掲示や広報誌への掲載

法人主催の交流イベントの開催 法人主催の交流イベントの開催

総会時の唱和や自身のHPへの掲載

■ポイント ■ポイント ■ポイント

①役員の理念に対するコミットの高さ ①役員の理念に対するコミットの高さ ①役員の理念に対するコミットの高さ

②経営目的をわかりやすく明文化 ②経営目的をわかりやすく明文化 ②経営目的をわかりやすく明文化

③スローガンの設定 ③キャッチフレーズの設定

④特に二次浸透活動が活発 ④特に二次浸透活動が活発 ④特に二次浸透活動が活発

■主な取組 ■主な取組 ■主な取組

①BSCの実践 ①BSCの実践 ①計数に基づく経営管理・評価、目

標・計画へのフィードバック

■ポイント ■ポイント ■ポイント

①BSCで経営目的と戦略を具体化し共

有。その結果、目標、戦略、計画の関

係も明確に。

①BSCで経営目的と戦略を具体化し共

有。その結果、目標、戦略、計画の関

係も明確に。

①パソコンを活用した独自の経営計

画・管理システムの構築

②BSCで経営目的の実現を多角的に管

理・評価する体制を構築。

②BSCで経営目的の実現を多角的に管

理・評価する体制を構築。

③BSCは女性を含む多様な人材の参画で

新たな戦略立案も可能に。

③BSCは女性を含む多様な人材の参画で

新たな戦略立案も可能に。

④BSCには普及指導員の積極支援。 ④BSCには普及指導員の積極支援。

注）2015年の実態調査結果をもとに筆者作成

第14表　事例法人にみる理念主導型経営の実践に向けた特徴的な取組
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1) 理念の共有化 

この過程では、役員による理念の「浸透活動」の充

実がポイントとなると考えられた。３法人に共通して

見られる具体的な浸透活動としては、役員の組織成員

に対する理念の直接的な語り掛けや、理念をわかり易

く明文化して組織成員に配布したり、事務所内に掲示

したりする活動が積極的に行われていることがあり、

こうした活動が組織成員の理念に対するコミットメン

トを高めるのに役立っているものと思われる。 

また、法人Ｋ、Ｕのように、理念のもとにスローガ

ンやキャッチフレーズを設定し、組織成員がいつでも

理念を思い出すことができるよう工夫することも効果

的であると考えらえる。 

さらに、法人Ｕ、Ｓが実施している自主イベントの

開催や、法人Ｕの自社ＨＰへの掲載など、組織成員だ

けでなく地域内外の第三者に対して広く理念を表明す

る行為も理念の共有化に効果的であると考えられる。

法人Ｕでは、こうした取り組みが新たな顧客や販売先

の獲得にもつながるなど、副次的な経済効果も生み出

している。 

2) 理念の目標・計画への落とし込み 

次に、理念の共有化ができたら、理念を具体的な戦

略や目標としていかに落とし込めるかがポイントとな

ると考えられた。この過程では、特に、法人ＫやＵに

みられる「バランス・スコアカード（以下、ＢＳＣ）」

の活用が効果的であった。第４図にＢＳＣを用いて整

理された法人Ｕの経営戦略と理念の概要を示す。 

ＢＳＣは、理念の再確認を起点に、従来は財務の視

点のみで捉えられがちであった経営管理活動について、

顧客、業務、人材などを加えた幅広い視点からの戦略

立案を行い管理することで、組織内のあらゆる働きが、

理念や目標の実現に向けてどのように現れているのか

を可視化して、その実現を効率的に管理するのが特徴

である。法人Ｋ、Ｕでは本手法を導入し、「財務、顧客、

業務、人材」に「地域」を加えた５つの視点から戦略

や目標を立案するとともに、理念と戦略および戦略間

の関連性を明確化することによって、理念や目標の実

現を効率的に管理する体制を構築した。両法人ともＢ

ＳＣの実施までは、認定農業者の認定に必要な経営改

善計画が法人経営の羅針盤であり、財務の視点中心の

計画となっていたが、ＢＳＣ以降は第４図に示すような

戦略マップ等をもとに多角的な戦略、目標の管理が行え

るようになり、効率的な目標達成が図られるようにな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人
材

顧
客

業
務

地
域

農地集積率の拡大 ○％

全員参加の経営 ○人

加工所設置

直売事業強化

複合化（野菜）○件

組織・体制強化

事業部制の導入

法人総売り上げ

××××万円

オペレーター

育成
女性グループ

顧客開拓

ＨＰ開設・情報発信

商品ブランド化○件

エコ農産物○件

【３つの経営理念】

①農地を守ることに主眼を置き、協業の

成果を実現します。

②生産コストの低減と省力化を図る施策

に取り組みます。

③○○米の更なるブランド化と地域特産

品作りに取り組みます。

【経営方針】

①中山間地域等直接支払制度、農地水環

境保全向上対策を活用し、地域ぐるみで

農地の保全に努める。

②地域の高齢者や女性等の就労の確保の

ため、積極的に農産物多角化に取り組む

。

③新規作物の栽培技術の習得・加工・販

売等と6次産業化を目指す。

④農地の利用権設定、及び作業受託を拡

大する。

⑤エコファーマーを実践する。

⑥機械・施設経費の抑制と作業の省力化

を図る。

⑦後継者を育成する。

【キャッチフレーズ】

法人と地元で作る里づくり

実
現

第４図 法人Ｕの経営理念と経営戦略の概要

注）戦略マップは聞き取り調査をもとに筆者作成

【戦略マップ】

財
務
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なお、ＢＳＣ活動の有効性を高めるポイントを両法

人の取り組みから整理すると次のようになる。 

一つ目は、理念の再確認や戦略の立案過程に幅広い

組織成員が参画し、ボトムアップで活動を実行してい

くことである。これにより、構成員や従業員の理念、

戦略、ひいては法人経営へのコミットメントが上がる。 

二つ目は、ＢＳＣを中期計画見直し時期に合わせて

行うことである。法人Ｋ、Ｕも中期計画見直し時期に

合わせてＢＳＣを実施することで、ＢＳＣ活動を円滑

に経営内に導入することができた。県内法人は設立５

年未満のものが６割を占め、設立後初めての中期計画

見直しを行う状況となっており、この時期に実施する

ことが効果的だと考える。 

最後は、普及指導員等、第三者のコーディネートを

有効に活用することである。 

ＢＳＣには、ＳＷＯＴ分析等を使って内外環境の分

析を行い効果的な戦略を作出するなど、比較的難易度

の高いステップもある。こうした過程を円滑に進める

ためには普及指導員など有識者の支援を効果的に活用

するのが良い。実際、法人Ｋ、Ｕでも普及指導員の支

援を受けることにより数ステップで戦略作成まで漕ぎ

着けることができた。 

 

摘 要 

 

本研究では法人における理念主導型経営の確立に

ついて検討を行った。 

その結果、経営理念が法人経営における中長期的な

拠り所として機能していることを明らかにした。また、

経営理念がモラールや経営成果の向上と関係している

ことも明らかにした。 

これらの結果は、経営理念が法人経営の発展に極め

て重要であることを示している。 

経営理念は内容の充実と共有化を進めることによ

り機能する。特に、役員の経営理念に沿った行動が経

営理念の機能を高めるのに有効である。また、経営理

念の内容をわかりやすく明文化することも効果が高い。

さらに、ＢＳＣは法人において理念主導型経営を実践

していく手法として極めて有効である。 
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